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（単位：円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 4,373,864,858 固定負債 274,648,540

有形固定資産 2,846,187,499 地方債 -

事業用資産 2,813,846,476 長期未払金 -

土地 929,874,000 退職手当引当金 274,648,540

立木竹 - 損失補償等引当金 -

建物 4,510,644,160 その他 -

建物減価償却累計額 △ 2,632,804,086 流動負債 123,034,027

工作物 77,800,000 １年内償還予定地方債 -

工作物減価償却累計額 △ 74,453,998 未払金 -

船舶 - 未払費用 -

船舶減価償却累計額 - 前受金 -

浮標等 - 前受収益 -

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 38,978,836

航空機 - 預り金 3,149,391

航空機減価償却累計額 - その他 80,905,800

その他 - 397,682,567

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 2,786,400 固定資産等形成分 5,485,876,725

インフラ資産 - 余剰分（不足分） △ 208,105,896

土地 -

建物 -

建物減価償却累計額 -

工作物 -

工作物減価償却累計額 -

その他 -

その他減価償却累計額 -

建設仮勘定 -

物品 287,008,178

物品減価償却累計額 △ 254,667,155

無形固定資産 -

ソフトウェア -

その他 -

投資その他の資産 1,527,677,359

投資及び出資金 -

有価証券 -

出資金 -

その他 -

投資損失引当金 -

長期延滞債権 -

長期貸付金 -

基金 1,527,677,359

減債基金 -

その他 1,527,677,359

その他 -

徴収不能引当金 -

流動資産 1,301,588,538

現金預金 185,200,864

未収金 5,056,475

短期貸付金 -

基金 1,112,011,867

財政調整基金 1,112,011,867

減債基金 -

棚卸資産 -

その他 -

徴収不能引当金 △ 680,668 5,277,770,829

5,675,453,396 5,675,453,396

【様式第１号】

貸借対照表
（平成30年（2018年）３月31日現在）

科目 科目

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計
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（単位：円）

金額
経常費用 1,275,630,506

業務費用 1,212,817,919

人件費 618,820,940

職員給与費 514,003,845

賞与等引当金繰入額 38,978,836

退職手当引当金繰入額 14,965,180

その他 50,873,079

物件費等 592,389,204

物件費 431,472,517

維持補修費 52,678,559

減価償却費 108,238,128

その他 -

その他の業務費用 1,607,775

支払利息 17,523

徴収不能引当金繰入額 680,668

その他 909,584

移転費用 62,812,587

補助金等 59,655,357

社会保障給付 -

他会計への繰出金 -

その他 3,157,230

経常収益 880,069,942

使用料及び手数料 848,763,124

その他 31,306,818

純経常行政コスト △ 395,560,564

臨時損失 1

災害復旧事業費 -

資産除売却損 1

投資損失引当金繰入額 -

損失補償等引当金繰入額 -

その他 -

臨時利益 -

資産売却益 -

その他 -

純行政コスト △ 395,560,565

【様式第２号】

行政コスト計算書
自　平成29年（2017年）４月１日

至　平成30年（2018年）３月31日

科目
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(単位：円）

固定資産

等形成分

余剰分

（不足分）

前年度末純資産残高 5,376,421,394 5,610,199,829 △ 233,778,435

純行政コスト（△） △ 395,560,565 △ 395,560,565

財源 296,867,000 296,867,000

税収等 296,867,000 296,867,000

国県等補助金 -

本年度差額 △ 98,693,565 △ 98,693,565

固定資産等の変動（内部変動） △ 124,366,104 124,366,104

有形固定資産等の増加 108,035,999 △ 108,035,999

有形固定資産等の減少 △ 108,238,129 108,238,129

貸付金・基金等の増加 62,056,744 △ 62,056,744

貸付金・基金等の減少 △ 186,220,718 186,220,718

資産評価差額 43,000 43,000

無償所管換等 - -

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 98,650,565 △ 124,323,104 25,672,539

本年度末純資産残高 5,277,770,829 5,485,876,725 △ 208,105,896

【様式第３号】

純資産変動計算書
自　　平成29年（2017年）４月１日

至　　平成30年（2018年）３月31日

科目 合計
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（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出 1,116,280,919

業務費用支出 1,094,858,882

人件費支出 610,690,283

物件費等支出 484,151,076

支払利息支出 17,523

その他の支出 -

移転費用支出 21,422,037

補助金等支出 18,264,807

社会保障給付支出 -

他会計への繰出支出 -

その他の支出 3,157,230

業務収入 1,137,507,623

税収等収入 296,867,000

国県等補助金収入 -

使用料及び手数料収入 809,047,874

その他の収入 31,592,749

臨時支出 -

災害復旧事業費支出 -

その他の支出 -

臨時収入 -

業務活動収支 21,226,704

【投資活動収支】

投資活動支出 170,092,743

公共施設等整備費支出 108,035,999

基金積立金支出 62,056,744

投資及び出資金支出 -

貸付金支出 -

その他の支出 -

投資活動収入 185,934,787

国県等補助金収入 -

基金取崩収入 185,934,787

貸付金元金回収収入 -

資産売却収入 -

その他の収入 -

投資活動収支 15,842,044

【財務活動収支】

財務活動支出 -

地方債償還支出 -

その他の支出 -

財務活動収入 -

地方債発行収入 -

その他の収入 -

財務活動収支 -

37,068,748

144,982,725

182,051,473

前年度末歳計外現金残高 3,148,958

本年度歳計外現金増減額 433

本年度末歳計外現金残高 3,149,391

本年度末現金預金残高 185,200,864

前年度末資金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

【様式第４号】

資金収支計算書

科目

自　平成29年（2017年）４月１日

至　平成30年（2018年）３月31日
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注記 

 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････････取得原価 

② 無形固定資産･･････････････････････････････････取得原価 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券･･････････････････････････償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････････取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの･･････････････････････････会計年度末における市場価格 

イ 市場価格のないもの･･････････････････････････出資金額 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 個別法による低価法 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   22年～47年 

工作物  10年～45年 

物品    3年～19年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）････････定額法 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  ･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権について、過去5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。（教員分のみを計上し、職員分については市に計上

しています。） 

③ 賞与等引当金 

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額につ

いて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が1年以内のリース取引、リース契約1件
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あたりのリース料総額が300万円以下及び1品あたりのリース料総額が50万円未満のファイナン

ス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲 

① 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含

んでいます。 

(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 固定資産の計上基準 

土地及び建物以外の固定資産については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円

）以上の場合に資産として計上しています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が100万円未満であるとき、又は固定資産の

取得価額等のおおむね10％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

２ 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

一般会計 

② 地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

③ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、釧路市の数値に

釧路公立大学の数値が反映されて、公表されております。 

④ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額･････該当ありません。 

⑤ 繰越事業に係る将来の支出予定額･･･････････････････････････該当ありません。 

(2) 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

売却予定とされている鑑定評価済の公共資産及び売却価格が決定している公共資産 

イ 内訳 

事業用資産･････････････････････････････････････････････該当ありません。 

土地･･･････････････････････････････････････････････････該当ありません。 

平成30年3月31日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、鑑定評価額等によっています。 
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② 基金借入金（繰替運用）･･･････････････････････････････････該当ありません。 

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含

まれることが見込まれる金額･････････････････････････････････該当ありません。 

④ 地方自治法第234条の3に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

･･････････････････････････････････該当ありません。 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

① 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

ア 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

イ 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 37,086千円 

② 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書（一般会計） 1,468,425千円 1,286,373千円 

前年度繰越金 △144,982千円  

資金収支計算書 1,323,443千円 1,286,373千円 

※千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。 

③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

 資金収支計算書 

業務活動収支              21,226千円 

未収債権額の増減             936千円 

その他流動負債の増減           4,219千円 

減価償却費             △108,238千円 

賞与等引当金の増減           2,078千円 

退職手当引当金の増減          6,053千円 

徴収不能引当金の増減           17千円 

基金評価益                      43千円 

基金評価損                    △285千円 

その他                 △24,743千円 

純資産変動計算書の本年度差額          △98,694千円 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    300,000千円 

一時借入金に係る利子額   3,000千円 

⑤ 重要な非資金取引･････････････････････････････････････････該当ありません。
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附属明細書
１　貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）

2,817,644,442

929,874,000

－

1,881,638,040

3,346,002

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

27,625,057

2,845,269,499

本年度償却額
(F)

差引本年度末残高
(D)－(E)

(G)

 事業用資産 5,414,412,930 105,773,630 － 5,520,186,560 2,702,542,118 101,057,934 2,817,644,442

区分 前年度末残高
(A)

本年度増加額
(B)

本年度減少額
(C)

本年度末残高
(A)＋(B)－(C)

(D)

本年度末
減価償却累計額

(E)

－ 929,874,000

　　立木竹 － － － － － － －

　  土地 929,874,000 － － 929,874,000 －

99,531,934 1,881,638,040

　　工作物 77,800,000 － － 77,800,000 74,453,998 1,526,000 3,346,002

　　建物 4,405,896,530 103,829,630 － 4,509,726,160 2,628,088,120

－ －

　　浮標等 － － － － － － －

　　船舶 － － － － －

－ －

　　その他 － － － － － － －

　　航空機 － － － － －

－ －

 インフラ資産 － － － － － － －

　　建設仮勘定 842,400 1,944,000 － 2,786,400 －

－ －

　　建物 － － － － － － －

　　土地 － － － － －

－ －

　　その他 － － － － － － －

　　工作物 － － － － －

－ －

 物品 286,913,141 1,344,369 1,249,332 287,008,178 259,383,121 7,180,194 27,625,057

　　建設仮勘定 － － － － －

108,238,128 2,845,269,499

区分
生活インフラ・
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 5,701,326,071 107,117,999 1,249,332 5,807,194,738 2,961,925,239

合計

 事業用資産 － 2,817,644,442 － － － － －

－ －

　　立木竹 － － － － － － －

　　土地 － 929,874,000 － － －

－ －

　　工作物 － 3,346,002 － － － － －

　　建物 － 1,881,638,040 － － －

－ －

　　浮標等 － － － － － － －

　　船舶 － － － － －

－ －

　　その他 － － － － － － －

　　航空機 － － － － －

－ －

 インフラ資産 － － － － － － －

　　建設仮勘定 － － － － －

－ －

　　建物 － － － － － － －

　　土地 － － － － －

－ －

　　その他 － － － － － － －

　　工作物 － － － － －

－ －合計 － 2,845,269,499 － － －

－ －

 物品 － 27,625,057 － － － － －

　　建設仮勘定 － － － － －

【様式第５号】 
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④基金の明細 （単位：円）

財政調整基金 491,943,786 620,068,081 - - 1,112,011,867
現金預金：491,943,786

有価証券：620,068,081

教育振興基金 440,619,742 957,040,601 - - 1,397,660,343
現金預金：440,619,742

有価証券：957,040,601

退職手当基金 109,967,044 20,049,972 - - 130,017,016
現金預金：109,967,044

有価証券：20,049,972

合計 1,042,530,572 1,597,158,654 - - 2,639,689,226
現金預金：1,042,530,572

有価証券：1,597,158,654

⑤引当金の明細 （単位：円）

目的使用 その他

徴収不能引当金 697,816 680,668 697,816 － 680,668

退職手当引当金 268,595,820 14,965,180 8,912,460 － 274,648,540

賞与等引当金 36,900,899 38,978,836 36,900,899 － 38,978,836

合計 306,194,535 54,624,684 46,511,175 － 314,308,044

⑦未収金の明細 （単位：円）

相手先名または種
別

貸借対照表計
上額

徴収不能引当
金計上額

【貸付金】

第三セクター等 － －

その他の貸付金 － －

小計 － －

【未収金】

その他の未収金 5,056,475 680,668

　 使用料・手数料 5,056,475 680,668

　　　授業料 5,056,475 680,668

小計 5,056,475 680,668

合計 5,056,475 680,668

(参考)財産に関する

調書記載額
種類 現金預金 有価証券 土地 その他

合計

(貸借対照表計上

額)

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高
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有
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資
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分
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（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税

地方交付税

地方譲与税

市町村負担金 296,867,000

296,867,000

国庫支出金 －

都道府県等支出金 －

計 －

国庫支出金 －

都道府県等支出金 －

・・・・ －

－

296,867,000

国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト △ 395,560,565 － － △ 512,198,133 116,637,568

有形固定資産等の増加 108,035,999 － － 108,035,999 －

貸付金・基金等の増加 － － － － －

その他 － － － － －

合計 △ 287,524,566 － － △ 404,162,134 116,637,568

４　資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 182,051,473

短期投資

小計 182,051,473

歳計外 3,149,391

合計 185,200,864

３　純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

（２）財源情報の明細 （単位：円）

区分 金額
内訳


